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◆ 年金改革・読売案（参考紙面別紙） 

▽ 社会保険方式が基本＝社会保障全体を見据えて 

→「税方式」は医療・介護の財源確保が難しく「移行」も困難 

▽ 老後保障を幅広く確実に 

→受給資格期間を１０年に短縮して無年金を少なく 

→月５万円の「最低保障」で低年金をカバー 

→保険料減免の職権適用、厚生年金の適用拡大で非正規労働者に対応 

▽ 少子化対策も 

→育児世帯の国民年金保険料を夫婦とも３年間無料に 

▽ 消費税を「社会保障税」にして税率は当面１０％ 

→読売案実現に必要な費用は消費税１％強（3.4 兆円） 

◆ 「年金」の問題は年金だけでは解決できない＝雇用就労政策が重要 

▽ 高齢者の就労環境整備 

→支給開始年齢の引き上げに対応 

▽ 若年層の雇用促進、非正規労働者の待遇改善 

→無年金・低年金の解消 

▽ 女性の労働力率アップ 

→低年金解消や「３号」の縮小 

◆ 「年金」のほかにも大事な問題がある 

▽ 「医療・介護」の充実＝読売提言（参考紙面別紙） 

→〈aging in place〉の実現 

▽ 「育児支援」の強化 

→保育、育休含めた多様なサポート 

◆ 負担増は「安心への投資」 

▽ “世界一幸福な国”デンマークは消費税２５％ 

▽ どんな社会を目指すのか――を明確に 

→年齢にかかわらず人生を通じて必要な支援を受けられる 

→予防重視（疾病、介護、貧困……）の社会保障 

◆ 東京大学「老年学」産学協同プロジェクト 

▽ 東大と国内企業４５社が理想の超高齢社会を提言＝３月末に報告書 
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